
 

０－13 

水源環境保全・再生施策とは 
 

１ かながわの水資源 

現在、神奈川県内の水道水源は、約６割が相模川水系、約３割が酒匂川水系により賄

われ、両水系に設けられた４つのダム（相模ダム、城山ダム、宮ヶ瀬ダム、三保ダム）

が、水がめとして大きな役割を果たしています。 

神奈川県には、人口増加や工業化の進展に伴う水需要の増大を背景として、大きな水

不足を経験しながら、新たな水源開発による水量の拡大をめざして、相模ダムの建設を

はじめとして、ダムや取水施設（取水堰）など、水を利用するための施設の整備に60余

年にわたり取り組んできた歴史があります。 

平成13(2001)年の宮ヶ瀬ダムの完成により、経済の発展や豊かな県民生活を支える水

資源の供給体制が概ね整い、現在、本県では水不足への心配は極めて少ない状況です。 

 

２ 施策導入時点の課題 

一方、施策の導入を検討していた頃、水を育む水源環境では、新たな課題が顕在化し

ていました。水がめである一部のダム湖では、周辺地域の生活排水対策の遅れなどを背

景として、窒素・リン濃度が高い富栄養化の状態にあるところもあり、夏期の水温上昇

や少雨・渇水による流入水の減少時には、アオコと呼ばれる水中の植物プランクトンの

大量発生が懸念されていました。 

また、緑のダムとして雨水を貯える水源地域の森林では、平成以降、人工林の手入れ

不足やシカによる下草の採食により林内の裸地化が進んでいます。本来あるべき下層植

生がなくなってしまったために、降った雨が地中にしみこみにくくなり土壌は流出し、

降った雨をゆっくり下流に流出させる森林の機能が低下していました。 

 

３ 水源環境保全税の導入 

このため、県では、平成12年から５年間にわたり、今後の水源環境保全・再生のあり

方について、県民や市町村等との意見交換、県議会における議論など様々な形で議論を

重ね、こうした議論に基づいて、平成19年度以降の20年間における水源環境保全・再生

の将来展望と施策の基本方向について「かながわ水源環境保全・再生施策大綱」として

取りまとめました。 

また、この施策大綱に基づき、平成19年度から５年間で取り組む特別の対策事業につ

いて「かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画」として取りまとめるとともに、計

画実行の裏付けとなる安定的な財源を確保するため、個人県民税の超過課税（水源環境

保全税）を導入し、第１期、第２期（平成24年度～平成28年度）と事業を展開してきま

した。 

    

４ 水源環境保全・再生施策 

水源環境保全・再生施策は、自然が本来持っている水循環機能（水が自然の中を循環

する中で発揮される水源かん養機能や水質浄化機能）を保全し高めるための施策や、水

源環境への負荷軽減を推進することによって、水源環境を良好な状態に保ち、将来にわ

たり県民が必要とする良質な水の安定的確保を目指す取組で、神奈川の水源地域である

県西部や県外上流域（山梨県）を主たる対象地域として展開しています。 

施策大綱では、水源環境保全・再生に関わる幅広い施策を、体系的に推進することと

し、森林や河川、地下水の保全・再生など、施策全体は60事業で構成されていますが、

このうち「実行５か年計画」に位置付けられている12事業については、「水源環境保全

税」を財源とする「特別対策事業」として実施しています。特別対策事業の対象は、主

として、水源かん養や公共用水域の水質改善など、水源環境の保全・再生への直接的な

効果が見込まれる取組としています。また、特別対策事業以外の事業については、一般
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財源により実施しており、総合的な施策推進が図られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 順応的管理の考え方に基づく施策推進 

水源環境保全・再生の取組は、自然を対象としたものであり、施策の実施によりどの

ような効果が現れるかについては、当該施策だけではなく、他の施策や自然条件によっ

て大きく左右されます。また、現在の科学的知見では将来の自然環境に及ぼす影響を正

確に把握することには限界があります。そのため、事業の実施と並行して、事業実施に

伴う自然環境の状況を把握しながら、施策の評価と見直しを行い、柔軟な施策の推進を

図る必要があります。 

そこで、このような順応的管理の考え方に立ち、県民会議のもとで、着実かつ効果的

な計画の推進を図ります。 

＜施策推進のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 施策の総合的な評価 

平成28年度末には、第２期実行５か年計画が終了するとともに、施策大綱で定める20

年間（平成19年度～平成38年度）の折り返し点を迎えることとなります。 

このため、県民会議では、これまでの県による取組の成果と課題を一旦総括し、次の

10年の取組に繋げていくため、平成19年度から26年度までの８年間の取組実績やモニタ

リングの結果をもとに、施策の総合的な評価（中間評価）を実施して報告書を取りまと

め、その上で次期計画の方向性について「次期実行５か年計画に関する意見書」を取り

まとめ、それぞれ平成27年８月に県に提出しています。 

 

 
・一般造林 
・県有林の整備 
・治山、砂防事業 
・林道整備 
・シカ対策(農業被害対策等) 
・県産木材の流通・消費対策 

 
 
・私有林の公的管理・支援 
・市町村有林の整備 
・土壌流出防止対策 
・シカ対策(管理捕獲) 
・間伐材搬出促進 

一般財源による取組 
水源環境保全税による取組 

（特別対策事業） 

森林関係 

 

 
・水源保全地域(ダム湖下流域)の 
 公共下水道、合併処理浄化槽の 

整備 
・ダム湖におけるエアレーションに

よるアオコ発生抑制対策 
・ダム湖の堆砂対策(しゅんせつ等) 
・河川整備（県管理河川） 

 
・県内ダム集水域における公共下水

道の整備促進 
・県内ダム集水域における高度処理

型合併処理浄化槽の整備促進 
・河川・水路における自然浄化対策

の推進(市町村管理河川) 
・地下水保全対策の推進 

一般財源による取組 
水源環境保全税による取組 

（特別対策事業） 

水関係 

 

国有林の管理(森林管理署) 

 

水源環境保全・再生の総合的な施策推進（主な取組） 
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７ 次の10年に向けて 

県民会議としては、総合的な評価や意見書の取りまとめを行うにあたり、県によるこ

れまでの取組については、私有林の荒廃の進行など施策導入時に危惧されていた課題に

重点的・集中的に取り組み、概ね順調に進捗し、一定の事業効果が現れているものと認

識しています。 

一方、次の10年の取組においては、施策の最終目的である「良質な水の安定的確保」

の達成に向けて、平成19年度の施策導入時には予見されておらず、新たに判明した課題

への対応や、施策大綱に示された20年後の将来像に向けて、神奈川の水源環境を可能な

限り向上させ、持続的な状態とするための取組などが求められます。 

このため、県民会議の施策評価においても、計画数量の達成状況などの事業進捗面の

評価にとどまらず、モニタリング等の結果に基づく事業効果などの評価も含めた総合的

な評価に、今後も継続的に取り組んでいくことが必要と考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県      民 

○水源環境の保全・再生への直接的な効果が見込まれ
るもので、水源保全地域を中心に実施する取組 

○水源環境保全・再生を支える取組 

第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画 

 
施策大綱に基づき、水源環境保全･再生の取組を効果的かつ着実に推進するため、20年間の第２

期の５年間に充実・強化して取り組む特別の対策について明らかにしています。 

 
対象事業 

事 業 数 と 

新規必要額 

平成２４～２８年度 計画期間 

１２事業 約１９５億円（５年間の総額） 

約  ３９億円（年度平均） 
狩川上流（南足柄市） 

第２期実行５か年計画の12事業 
 豊

か
な
水
を
育
む
森
の 

保
全
・再
生
の
た
め
に 

森林の保全・再生 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

２ 丹沢大山の保全・再生対策 

３ 渓畔林整備事業  

４ 間伐材の搬出促進 

５ 地域水源林整備の支援 

 

清
ら
か
な
水
源
の 

保
全
・
再
生
の
た
め
に 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

河川の保全・再生 

地下水の保全・再生 

７ 地下水保全対策の推進 

水源環境への負荷軽減 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備

 ９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進  

良質で安定的な水の供給 

施

策

効

果

の

検

証

 

相
模
川
水
系
上
流
域 

対
策
の
推
進 

10 

水
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

の
実
施 

11 

施

策

の

評

価 

施策の見直し 

県
民
参
加
に
よ
る
水
源
環
境
保
全
・
再
生 

の
た
め
の
仕
組
み 

12 

水源環境保全・再生を支える取組 

参加と意志の反映 



０－16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 丹沢大山の保全・再生対策 

土壌流出防止対策を行うとともに、中高標高域で

のシカ捕獲、ブナ林の調査研究や登山道整備などの

県民協働の事業への取組。 

（1,284） 

３ 渓畔林整備事業 

水源上流の渓流両岸において、土砂流出防止や水質

浄化、生物多様性の保全など森林の有する公益的機能

を高度に発揮するための森林整備を実施。 

（  80） 

 
４ 間伐材の搬出促進 

森林資源の有効利用による森林整備を推進する

ため、間伐材の集材・搬出に対し支援。 

（1,285） 
 

 ５ 地域水源林整備の支援 

地域における水源保全を図るため、市町村が主体

的に取り組む水源林の確保・整備を推進するための

支援のほか、高齢級の森林の間伐を促進。 

（3,140） 

 
６ 河川・水路における自然浄化対策の推進 

市町村管理の河川・水路等における良好な水源

環境を形成するため、市町村が主体的に取り組む

生態系に配慮した整備や直接浄化等を推進。 

（1,771） 

 

１ 水源の森林づくり事業の推進 

（6,749） 

 

 

水源の森林エリア内の私有林の公的管理・支援

を一層推進し、水源かん養機能等の公益的機能の

高い水源林として整備。 

７ 地下水保全対策の推進 

地下水を主要な水道水源として利用している

地域を対象に、各市町村が主体的に取り組む地下

水かん養対策や水質保全対策を推進。 

（ 322） 

 
８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する公共下水道の整

備を支援。 

（1,371） 

 
９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進 

県内ダム集水域における生活排水処理率の向

上をめざして、市町村が実施する高度処理型合併

処理浄化槽の整備を支援。 

（2,076） 

 
10 相模川水系上流域対策の推進 

相模川水系の県外上流域において、神奈川県と

山梨県が共同して、効果的な保全対策（森林整備

や生活排水対策）を実施。 

（ 365） 

 

 11水環境モニタリング（注）の実施 

森林、河川のモニタリング等を行い、事業の実

施効果を測定するとともに、県民への情報提供を

実施。 

（ 857） 

 

 12 県民参加による水源環境保全･再生のための仕組み 

水源環境保全・再生の取組を支える県民の意志

を施策に反映し、施策の計画や事業の実施等に県

民が主体的に参加する仕組みを発展。 

 （ 230） 

 

（ ）内は、５年間の新規必要額（百万円） 

 

（注）モニタリング：継続的に観測・測定すること 

「第２期５か年計画」の 12の特別対策事業のあらまし 
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 第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画における特別対策事業の対象地域図 

凡例 

１ 水源の森林づくり事業の推進･････   濃い緑色の水源の森林エリア 

 

２ 丹沢大山の保全・再生対策･･･････   丹沢大山国定・県立自然公園の特別保護地区・特別地域 

    （赤枠の丹沢大山自然再生計画の「ブナ林の再生」の中で実施） 

 

３ 渓畔林整備事業･････････････････   丹沢大山自然再生計画の統合再生流域 

    （赤枠の丹沢大山自然再生計画の「渓流生態系の再生」の中で実施  

 

４ 間伐材の搬出促進･･･････････････   濃い緑色＋   薄い緑色の県内水源保全地域 

 

５ 地域水源林整備の支援･･･････････   濃い緑色＋   薄い緑色の県内水源保全地域 

 

６ 河川・水路における自然浄化対策の推進･････  相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域 

     → 相模川水系及び酒匂川水系の取水堰上流域で国県管理区域を除く区域 

 

７ 地下水保全対策の推進･･･････････ ● 地下水を主要な水道水源としている地域 

（小田原市、秦野市、座間市、南足柄市、足柄上・下郡、愛川町） 

 

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進････････   黒太枠の県内ダム集水域 

 

 

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進････   黒太枠の県内ダム集水域 

（下水道計画区域を除く） 

 

10 相模川水系上流域対策の推進･･･    紫色の相模川水系県外上流域＋相模川流域 

 

11 水環境モニタリングの実施･･･     濃い緑色＋   薄い緑色の県内水源保全地域 

 

12 県民参加による水源環境保全・再生のための仕組み……全県域 
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※ 千円未満切り捨てのため、合計は一致しない。 

基　金　等

合 計 4,676,035千円 合 計 4,676,035千円

 寄  附  金 114千円

 ※25年度以降の財源として活用 預金利子等 403千円

　基金等 670,810千円

4,004,425千円 3,332,299千円

 基金運用益 283千円 1,343,736千円

平成24年度歳入・歳出の状況

【歳入】 【歳出】

水源環境保全税の収入
(個人県民税の超過課税)

特別対策事業　事業費

基　金　等

平成25年度歳入・歳出の状況

【歳入】 【歳出】

水源環境保全税の収入
(個人県民税の超過課税)

特別対策事業　事業費

　基金等 1,343,336千円

4,080,184千円 3,760,093千円

 基金運用益 690千円 1,667,139千円

合 計 5,427,232千円 合 計 5,427,232千円

 寄  附  金 202千円

 ※26年度以降の財源として活用 預金利子等 2,820千円

基　金　等

平成26年度歳入・歳出の状況

【歳入】 【歳出】

水源環境保全税の収入
(個人県民税の超過課税)

特別対策事業　事業費

　基金等 1,667,540千円

3,908,953千円 4,429,679千円

 基金運用益 898千円 1,148,358千円

合 計 5,578,037千円 合 計 5,578,037千円

 寄  附  金 201千円

 ※26年度以降の財源として活用 預金利子等 445千円
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